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運営基準編③



運営基準編③

1 . 虐待防止→虐待防止検討委員会、指針、マニュアル、研修、担当者等

2 . ハラスメント防止→方針、体制整備、取り組み等

ポイント



運営基準編①

1 . 記録の保管期限の明確化→契約終了（契約の解約・解除、他の施設への入所、

利用者の死亡、利用者の自立等）から、2年（請求関係は実質５年？）

2 . 育児介護のための時短勤務の常勤取り扱い等→３０時間で常勤

3 . 文書等の押印の原則廃止→同意は必要

運営基準編②

1 . 事業継続計画の策定→災害時の計画、感染症蔓延時の計画、練習等

2 . 感染対策→感染対策委員会、指針、マニュアル、研修、担当者等

ポイント



⑤ 虐待の防止のための措置に関する事項（第７号）

( 3 1 )の虐待の防止に係る、組織内の体制（責任者の選定、従業者への研修方法
や研修計画等）や虐待又は虐待が疑われる事案（以下「虐待等」という。 ）が発生
した場合の対応方法等を指す内容であること。

虐待の防止のための措置に関する事項（第７号 ）



居宅基準第3 7条の２は、虐待の防止に関する事項について規定したものであ
る。虐待は、介護保険法の目的の一つである高齢者の尊厳の保持や、高齢者の
人格の尊重に深刻な影響を及ぼす可能性が極めて高く、指定訪問介護事業者は
虐待の防止のために必要な措置を講じなければならない。虐待を未然に防止す
るための対策及び発生した場合の対応等については、 「高齢者虐待の防止、高齢
者の養護者に対する支援等に関する法律」 （平成 1 7年法律第 1 2 4  号。以下「高
齢者虐待防止法」という。 ）に規定されているところであり、その実効性を高め、
入所者の尊厳の保持・人格の尊重が達成されるよう、次に掲げる観点から虐待
の防止に関する措置を講じるものとする。

( 3 1 )  虐待の防止



・ 虐待の未然防止

指定訪問介護事業者は高齢者の尊厳保持 ・人格尊重に対する配慮を常に心がけながらサービス提供にあ

たる必要があり 、第 ３条の一般原則に位置付けられているとおり 、研修等を通じて 、従業者にそれらに関

する理解を促す必要がある 。同様に 、従業者が高齢者虐待防止法等に規定する養介護事業の従業者とし

ての責務 ・適切な対応等を正しく理解していることも重要である 。

・ 虐待等の早期発見

指定訪問介護事業所の従業者は 、虐待等又はセルフ ・ ネグレク ト等の虐待に準ずる事案を発見しやすい

立場にあることから 、 これらを早期に発見できるよう 、必要な措置 （ 虐待等に対する相談体制 、市町村の

通報窓口の周知等 ）がとられていることが望ましい 。また 、利用者及びその家族からの虐待等に係る相談 、

利用者から市町村への虐待の届出について 、適切な対応をすること 。

・ 虐待等への迅速かつ適切な対応

虐待が発生した場合には 、速やかに市町村の窓口に通報される必要があり 、指定訪問介護事業者は 当該

通報の手続が迅速かつ適切に行われ 、市町村等が行う虐待等に対する調査等に協力するよう努めること

とする 。

以上の観点を踏まえ 、虐待等の防止 ・ 早期発見に加え 、虐待等が発生した場合はその再発を確実に防止

するために次に掲げる事項を実施するものとする 。

( 3 1 )  虐待の防止



なお、当該義務付けの適用に当たっては、令和３年改正省令附則第２条において、
３年間の経過措置を設けており、令和６年３月3 1  日までの間は、努力義務とさ
れている。

( 3 1 )  虐待の防止



① 虐待の防止のための対策を検討する委員会（第１号）

「虐待の防止のための対策を検討する委員会」 （以下「虐待防止検討委員会」と
いう。 ）は、虐待等の発生の防止・早期発見に加え、虐待等員会であり、管理者を
含む幅広い職種で構成する。構成メンバーの責務及び役割分担を明確にすると
ともに、定期的に開催することが必要である。また、虐待防止の専門家を委員と
して積極的に活用することが望ましい。

一方、虐待等の事案については、虐待等に係る諸般の事情が、複雑かつ機微な
ものであることが想定されるため、その性質上、一概に従業者に共有されるべ
き情報であるとは限られず、個別の状況に応じて慎重に対応することが重要で
ある。

なお、虐待防止検討委員会は、他の会議体を設置している場合、これと一体的に
設置・運営することとして差し支えない。また、事業所に実施が求められるもの
であるが、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えない。

( 3 1 )  虐待の防止



また、虐待防止検討委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるも
のとする。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者に
おける個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」 、厚生労働省「医療情報シ
ステムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。

( 3 1 )  虐待の防止



虐待防止検討委員会は、具体的には、次のような事項について検討することと
する。その際、そこで得た結果（事業所における虐待に対する体制、虐待等の再
発防止策等）は、従業者に周知徹底を図る必要がある。

イ 虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関すること

ロ 虐待の防止のための指針の整備に関すること

ハ 虐待の防止のための職員研修の内容に関すること

ニ 虐待等について、従業者が相談・報告できる体制整備に関すること

ホ 従業者が高齢者虐待を把握した場合に、市町村への通報が迅速かつ適切に
行われるための方法に関すること

ヘ 虐待等が発生した場合、その発生原因等の分析から得られる再発の確実な防
止策に関すること

ト 前号の再発の防止策を講じた際に、その効果についての評価に関すること

( 3 1 )  虐待の防止



② 虐待の防止のための指針 (第２号 )

指定訪問介護事業者が整備する「虐待の防止のための指針」には、次のような項
目を盛り込むこととする。

イ 事業所における虐待の防止に関する基本的考え方

ロ 虐待防止検討委員会その他事業所内の組織に関する事項

ハ 虐待の防止のための職員研修に関する基本方針

ニ 虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方針

ホ 虐待等が発生した場合の相談・報告体制に関する事項

ヘ 成年後見制度の利用支援に関する事項

ト 虐待等に係る苦情解決方法に関する事項

チ 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する事項

リ その他虐待の防止の推進のために必要な事項

( 3 1 )  虐待の防止



③ 虐待の防止のための従業者に対する研修（第３号）

従業者に対する虐待の防止のための研修の内容としては、虐待等の防止に関す
る基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発するものであるとともに、当該指定
訪問介護事業所における指針に基づき、虐待の防止の徹底を行うものとする。

職員教育を組織的に徹底させていくためには、当該指定訪問介護事業者が指針
に基づいた研修プログラムを作成し、定期的な研修（年１回以上）を実施すると
ともに、新規採用時には必ず虐待の防止のための研修を実施することが重要で
ある。

また、研修の実施内容についても記録することが必要である。研修の実施は、事
業所内職員研修での研修で差し支えない。

④ 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者（第４号）

指定訪問介護事業所における虐待を防止するための体制として、①から③まで
に掲げる措置を適切に実施するため、専任の担当者を置くことが必要である。
当該担当者としては、虐待防止検討委員会の責任者と同一の従業者が務めるこ
とが望ましい。

( 3 1 )  虐待の防止



④ 同条第４項は、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に

関する法律（昭和4 7  年法律第 1 1 3  号）第 1 1  条第１項及び労働施策の総合的

な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律（昭和

4 1  年法律第 1 3 2  号）第3 0  条の２第１項の規定に基づき、事業主には、職場

におけるセクシュアルハラスメントやパワーハラスメント（以下「職場におけるハ

ラスメント」という。 ）の防止のための雇用管理上の措置を講じることが義務づ

けられていることを踏まえ、規定したものである。

事業主が講ずべき措置の具体的内容及び事業主が講じることが望ましい取組に

ついては、次のとおりとする。なお、セクシュアルハラスメントについては、上司

や同僚に限らず、利用者やその家族等から受けるものも含まれることに留意す

ること。

( 2 1 )  勤務体制の確保等



イ 事業主が講ずべき措置の具体的内容

事業主が講ずべき措置の具体的な内容は、事業主が職場における性的な言動に

起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置等についての指針（平成 1 8  年

厚生労働省告示第6 1 5  号）及び事業主が職場における優越的な関係を背景と

した言動に起因する問題に関して雇用管理上構ずべき措置等についての指針

（令和２年厚生労働省告示第５号。以下「パワーハラスメント指針」という。 ）にお

いて規定されているとおりであるが、特に留意されたい内容は以下のとおりで

ある。

( 2 1 )  勤務体制の確保等



Ａ 事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発

職場におけるハラスメントの内容及び職場におけるハラスメントを行ってはな

らない旨の方針を明確化し、従業者に周知・啓発すること。

Ｂ 相談（苦情を含む。以下同じ。）に応じ、適切に対応するために必

要な体制の整備

相談に対応する担当者をあらかじめ定めること等により、相談への対応のため

の窓口をあらかじめ定め、労働者に周知すること。

イ 事業主が講ずべき措置の具体的内容



なお、パワーハラスメント防止のための事業主の方針の明確化等の措置義務に

ついては、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律等の一部を改正す

る法律（令和元年法律第2 4  号）附則第３条の規定により読み替えられた労働施

策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する

法律第3 0  条の２第１項の規定により、中小企業（資本金が３億円以下又は常時

使用する従業員の数が3 0 0  人以下の企業）は、令和４年４月１日から義務化と

なり、それまでの間は努力義務とされているが、適切な勤務体制の確保等の観

点から、必要な措置を講じるよう努められたい。

イ 事業主が講ずべき措置の具体的内容



パワーハラスメント指針においては、顧客等からの著しい迷惑行為（カスタマー

ハラスメント）の防止のために、事業主が雇用管理上の配慮として行うことが望

ましい取組の例として、

①相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備、

②被害者への配慮のための取組（メンタルヘルス不調への相談対応、行為者に

対して１人で対応させない等）及び

③被害防止のための取組（マニュアル作成や研修の実施等、業種・業態等の状況

に応じた取組）が規定されている。

ロ 事業主が講じることが望ましい取組について



介護現場では特に、利用者又はその家族等からのカスタマーハラスメントの防止

が求められていることから、イ（事業者が講ずべき措置の具体的内容）の必要な

措置を講じるにあたっては、 「介護現場におけるハラスメント対策マニュアル」 、

「 （管理職・職員向け）研修のための手引き」等を参考にした取組を行うことが望

ましい。この際、上記マニュアルや手引きについては、以下の厚生労働省ホーム

ページに掲載しているので参考にされたい。

（H T T P S : / / W W W . M H L W . G O . J P / S T F / N E W P A G E _ 0 5 1 2 0 . H T M L ）

加えて、都道府県において、地域医療介護総合確保基金を活用した介護職員に対

する悩み相談窓口設置事業や介護事業所におけるハラスメント対策推進事業を

実施している場合、事業主が行う各種研修の費用等について助成等を行ってい

ることから、事業主はこれからの活用も含め、介護事業所におけるハラスメント

対策を推進することが望ましい。

ロ 事業主が講じることが望ましい取組について
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